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おわりに
はじめに
２０１４年４月から消費税率は５％ から８％ へと引き上げられた。また，
２０１５年１０月には消費税率が８％ から１０％ へと引き上げられることになっ
ていた。ただ，予定されていた消費税率１０％ への引き上げは景気への配慮
から延期されたため，財政再建の見通しが立たなくなってきた。金融政策が
有効に機能しない状況下で日本経済を回復させるためには，財政出動が必要
不可欠となっている。均衡予算原則に基づく景気の回復と，それに伴った所
得税増収が期待出来れば良いが，実際には安定的な社会保障財源の確保，及
び赤字財政からの脱却を図るには，消費税増税は避けられないであろう。
したがって，今後消費税率の引き上げと低所得者層に対する負担の配慮を
何らかの形で政府当局は講じなければならない。その際，重要となるのは消
費税逆進性緩和のための非課税政策に対する再評価である。また，自民党か
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ら導入が提案されている軽減税率の適用により，消費税の逆進性がどの程度
緩和されるのかを計測する作業も重要となろう。これまで消費税の逆進性に
関する研究は林［１９９２］，林［１９９５］，八塩・長谷川［２００８］，橋本［２０１０］
等を中心に盛んに行われてきた。ただ，これらの研究では消費者に対する
１００％ の租税転嫁，あるいは短期的な所得に基づく計測を前提として，分析
が行われている。
租税転嫁を考慮して消費税を推計するには，需要関数の推計，あるいは産
業連関表に基づく消費者価格の上昇を推計しなければならない。これまで需
要関数の推計から租税転嫁を考慮して，消費税の実効税率を計測した研究に
は上村［２００１］，朴［２０１０］等がある。その一方，産業連関表に基づく消費
者価格の上昇を推計することで，租税転嫁を考慮した消費税負担の研究に
は，本間・跡田［１９８９］，静岡大学税制研究チーム［１９９０］等の研究がある。
それ以外に１００％ の租税転嫁を前提として，消費税負担を研究した例とし
ては林［１９９２］，林［１９９５］，八塩・長谷川［２００８］，橋本［２０１０］等がある。
したがって，消費税負担を推計する作業は需要関数の推計を伴うもの，産業
連関表に基づく消費者価格上昇の推計を伴うもの，１００％ の租税転嫁を前提
とした簡易推計の３つに分かれる。ただ，これらの消費税負担に関する推計
は短期の所得に関する総計データに基づいたものである。
一般的に，個人は生涯を通じて，稼得期とそうではない時期の両方を誰し
もが経験する以上，消費税の負担に関する研究は生涯所得に基づいて行わな
ければならない。仮に，個人が遺産を残さず，生涯を通じて稼いだ所得をす
べて消費に費やすという行動を取るならば，消費税の負担は比例的となる。
これまで，生涯所得の推計から消費税負担に関する研究を行った例としては
橋本［１９９３］，大竹・小原［２００５］，橋本［２０１０］等があるが，日本のデータ
に基づく研究では生涯における消費税の負担を正確に推計することは出来な
い。その理由として，消費税の導入は平成元年以降であること，あるいは日
本ではアメリカのPanel Study Income Dynamics（以降，これをPSIDと呼
ぶ）の様な個人の所得や消費を継続的に追ったデータが存在していないこと
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等が挙げられる。これらの問題点をある程度解消した研究が世代間と世代内
で消費税負担の格差を推計した研究であり，例として橋本［１９９３］，橋本
［２０１０］，田代［２０１２a］［２０１２b］［２０１４］等が挙げられる。そのうち田代
［２０１２a］［２０１２b］［２０１４］等の研究では個票データを利用することで，世
代内にある消費税負担格差を分析している。
また，このような世代内にある消費税負担格差がどのような要因で生じて
いるのかを分析するには，タイル尺度の計測が必要となる。これまでタイル
尺度に関する研 究 は，高 林［２００５］，望 月・野 村・深 江［２０１０］，金 田
［２０１３］，齋藤［２０１０］等を中心に所得税や住民税等の直接税のみを分析の対
象としているものが多い。その点を考慮して，田代［２０１６］では所得税だけ
でなく消費税も含めて，各世代内にある所得格差が全体に及ぼす影響をタイ
ル尺度に基づき推計している。ただ，この研究は世代内の所得格差を分析し
ているものの，各年齢層にあるグループのサンプル数が異なることで，結果
が変化してしまうという問題を抱えていた。
本分析では，各世代内にある所得格差が所得税の控除（給与所得控除や基
礎・配偶・扶養控除等の人的控除，及び社会保険料控除）効果や税率効果だ
けでなく，消費課税の効果も考慮して，タイル尺度に基づく格差の要因分析
を行っている。利用したデータは『家計における金融資産選択に関する調査
（平成１６年度）』の個票であり，分析対象となる世帯数は各世代間で異なる
ものの，各グループのサンプル数は同じである。本稿の構成は以下のような
ものとなっている。第Ⅰ章では，消費税の非課税措置に関する改正とその評
価について議論している。第Ⅱ章では非課税措置の有効性を考えるために，
所得弾性値の推計から非課税品目の範囲が適切かどうかを分析している。第
Ⅲ章では消費税負担の分析に関する先行研究を概観した上で，本稿と先行研
究との違いを述べる。第Ⅳ章では年齢階層別に消費税が所得格差に及ぼして
きた影響をタイル尺度の計測から考えてみよう。おわりにでは全体のまとめ
と若干の政策提言，及び今後の課題について述べる。
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第Ⅰ章 消費税の非課税措置に関する改正とその評価
シャウプ勧告で提案された直接税中心の税体系は，金融資産も課税ベース
に含める総合課税を基本としていた。ただ，金融資産も課税ベースに含んで
しまう場合，税務の執行上，あるいは経済成長の面でも様々な問題を抱えて
しまう。結果として，利子所得を中心に金融資産に対する課税は主に源泉分
離課税，あるいは軽減税率設定等の優遇措置が施されていた。そのため，日
本の所得税負担は資産性の所得に対して軽課，労働性の所得に対して重課を
行うという形になったのである。この所得税改革の傾向は日本経済を支える
勤労者世帯に税負担が偏る問題を抱えながら，その一方で社会保障財源のた
めの安定的な確保が難しいだけでなく，所得捕捉が難しいというクロヨン問
題もあった１）。
その後，高度成長の終焉とともに景気の上昇に伴う自然増収が期待できな
くなると，租税政策で行われた所得税の減額や租税優遇措置についても，財
政再建という政策目標とは相反するものであった。したがって，新税の導入
と社会保障の安定的な財源確保の観点から，直接税ではなく間接税で増収を
図る政策は妥当なものと言えよう。ただ実際には，戦後における日本の間接
税体系は酒，たばこ，ガソリン等の個別消費税が中心であり，課税の中立性
を損なうものとなっていた２）。
このような状況を受けて，昭和６３年４月２５日に開かれた「税制改革につ
いての中期答申」では，売上税の導入断念に関する反省を踏まえながら，
「いかなる税目もそれぞれの長所を有する反面，何らかの問題点を有するの
で，所得・消費・資産等に対する課税を適切に組み合わせることにより，税
制全体として，その時代，その社会の要請に応えることのできるバランスの
とれたものにしていく」という基本方針が掲げられた。また，間接税に備わ
る問題については，税制や社会保障全体で再分配効果を判断したうえで，１．
消費に薄く広く公平に負担を求める，２．簡素でわかりやすく，取引慣行に
１）森信［２００７］，１３３-１４４頁。
２）石［２００９］，９４-１１２頁。
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も配慮する，３．納税者，税務関係者の事務負担に配慮する，４．産業経済に
対して中立的であり，また，国際的な摩擦を招かない等も踏まえた税制改正
を目標にしていた。
当時の消費税非課税措置は，消費に負担を求める税としての性格上課税対
象について，①土地の譲渡及び貸付②有価証券の譲渡③支払い手段（収集品
及び販売用のものを除く。）の譲渡及び両替業務としての役務の提供④利子
を対価とする貸付金等の資産の貸付け⑤地方公共団体又は日本中央競馬会が
行う競馬・競輪等の車馬券等の譲渡及び地方公共団体が行う当せん金付証票
の譲渡⑥郵便切手類及び印紙の譲渡⑦国際郵便為替及び国際郵便振替並びに
外国為替取引に係る役務の提供⑧出入国管理及び難民認定法関係手数料等が
挙げられる一方で，社会政策的な配慮から⑨医療の給付⑩第一種社会福祉事
業（第二種社会福祉事業のうち児童福祉法にいう保育所又は助産施設を経営
する事業）⑪教育施設の授業料又は入学検定料を対価とする役務の提供等が
非課税とされていた３）。
１９８９年４月に消費税が導入されて以来，拙速な見直しより現行消費税の
定着を支持する世論の動きがあった。このような実態の中で，本来の方向と
は逆方向である消費税の見直しが行われようとしていた。１９８９年暮れ，自
民党は７月の参議院選挙の政治公約もあり，見直しと称して消費税の非課税
品の拡大を打ち出した。①消費者が小売店で買う飲食料品（酒類を除く）を
非課税にする。ただし事業者間の取引は３％ではなく１．５％ の軽減税率を適
用する。②出産費，火葬・埋葬料，入学金，住宅家賃，身障者用物品，老人
に対する在宅サービスなどを非課税にする。この自民党の「見直し・継続」
論と野党の「廃止」論が激突するという構図が描かれながら，１９９０年初め
の総選挙を控え，消費税の是非について自民党と野党の間で政治的に最大の
争点になっていた４）。
平成３年に消費税が見直された際には，様々な業界団体から非課税要求が
３）武田［２０１６］，８２５０-８２９７頁。
４）石［２００９］，１８８-１９１頁。
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出ており，政治的な観点から助産，入学金，埋葬料，火葬料，住宅家賃，社
会福祉事業などについても新たに非課税となっている。このように非課税品
目の拡大は社会政策的な配慮から，消費税の逆進性緩和に貢献するものであ
るが，実際には税務行政が複雑になるだけでなく，価格体系に歪みが生じた
り，課税の中立性が損なわれたりする等の問題が生じてしまう。
日本の消費税は消費に負担を求める税の性格上，貸付金の利子，有価証券
譲渡の金融取引，土地の譲渡や貸付の資本取引等は非課税となっている。す
なわち，消費税は多段課税方式の付加価値税であり，付加価値の算定が困難
である取引は非課税の対象となる。それ以外にも，社会政策的に医療・福
祉・教育・住宅家賃も非課税の対象となっている。特定のサービスが非課
税，あるいは免税業者からの仕入れに関して，日本の消費税制度では仕入れ
税額控除を認めていないことから，当該事業者は消費税率分の価格低下を行
えない。そのため，社会福祉事業分野で，経済状況から仕入れに伴う消費税
分を売り上げに転嫁することが困難な場合，自らの利益低下を招いてしまう
問題を森信［２００７］は指摘している５）。
金融取引が非課税なのは，受け取る貸付金利子を売り上げとして認める
と，預金利子に仕入れ税抜控除を認める必要が生じ，納税義務者でない家計
が仕入れ税額控除の対象にならないためである。金融取引に対する付加価値
の把握が技術的困難であるという理由で課税を行わない現状は，EUや
OECDでも課税の公平性や中立性の観点から問題があると認めている。これ
を受けて，森信［２００７］は「莫大なIT投資が行われている今日，金融機関
にとっても，それらにかかる消費税が仕入れの税額控除できることは，決し
てマイナスではありません６）」と述べている。
第Ⅱ章 所得弾性値に基づく非課税措置の評価
前章では非課税措置が税務行政の面だけではなく，課税の中立性が損なわ
５）森信［２００７］，１４７-１４９頁。
６）森信［２００７］，１５４頁。
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れるという面からも問題があると議論してきた。ただ，非課税措置の目的は
技術的な面だけでなく，消費税の逆進性緩和という面もある。したがって，
非課税措置のデメリットがあったとしても，それを補う以上のメリットがあ
れば，非課税品目の拡大は認められるかもしれない。重要なのは，非課税品
目として認められた財やサービスが生活必需品としての性格を持っているか
どうかを分析することである。それゆえ，所得弾性値の推計は各品目が生活
必需品的な性格をどの程度有しているかを検討する作業であると言える。所
得弾性値が高いほど，贅沢品としての性格を有し，この値が低いほど生活必
需品としての性格を有する。
Stone-Geary型の効用関数に基づく需要関数を理論的に導き出した後，所
得弾力性を推計した研究には朴［２０１０］がある。それに対して，間接効用関
数から導き出されたQUAIDS型の需要関数に基づく所得弾力性を推計した研
究には北村・宮崎［２０１３］がある。具体的には，Stone-Geary型の効用関数
に基づく需要関数で所得弾力性を推計した場合は，所得弾力性が


のようになる７）。それに対して，間接効用関数から導き出されたQUAIDS型
の需要関数で所得弾力性を推計した場合には（１）式のようになる。



 （１）
ここでは消費需要の財別シェア，は消費支出全体，は消費
者物価指数を表している。また，はQUAIDS型需要関数における
の係数，は２乗の係数を表している８）。この
ように前提となる効用関数を変化させることで，考えられる理論的な所得弾
力性の定義は異なってしまう。
それ以外に，単純な線形回帰から所得弾性値を推計した研究には林
７）ここでは限界消費性向，は所得，は財の消費量，は価格を表している。
朴［２０１０］は韓国のデータに基づいて所得弾性値を推計した結果，食料品は所得
弾性値が低い生活必需品であるが，家事用品・サービス，教養・娯楽は所得弾性
値が高い贅沢品であると結論付けている（詳細は朴［２０１０］，１９６頁にある）。
８）QUAIDS型需要関数に基づく所得弾性値に関する詳細は，北村・宮崎［２０１３；
２４５-２４６頁］にまとめてある。
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［１９９２］がある。林［１９９２］は総務庁『家計調査年報（１９９０年）』にある勤
労者世帯の「年間収入階層別１世帯当たりの年平均１か月間の収入と支出」
のデータに基づき，１n（消費支出額）＝a＋bln（実収入）で所得弾性値bを
推計している。本稿では林［１９９２］に習って，『家計調査年報（平成元年か
ら１６年）』にある都道府県庁所在市別１世帯当たり年平均１か月間の収入と
支出のデータに基づき，所得弾性値を推計した。その結果は表１にまとめて
ある。
平成元年 平成２年 平成３年 平成４年 平成５年 平成６年 平成７年 平成８年
住居 ０．７４７ ０．７４５ ０．７５２ ０．７５６ ０．７５３ ０．７６０ ０．７５７ ０．７６０
家賃地代 ０．７１５ ０．７１６ ０．７１９ ０．７２２ ０．７２６ ０．７３２ ０．７３１ ０．７３０
設備修繕・維持 ０．６４７ ０．６４４ ０．６６５ ０．６６７ ０．６５０ ０．６６１ ０．６６０ ０．６６１
設備材料 ０．５２３ ０．５２５ ０．５３１ ０．５３３ ０．５２８ ０．５３１ ０．５２８ ０．５２９
工事その他のサービス ０．６３３ ０．６２３ ０．６４８ ０．６４９ ０．６２８ ０．６４３ ０．６４１ ０．６４２
保健医療 ０．６９４ ０．６９５ ０．６９５ ０．６９７ ０．６９７ ０．７００ ０．７００ ０．７０１
医薬品 ０．５７１ ０．５７８ ０．５７６ ０．５８１ ０．５８２ ０．５８７ ０．５６１ ０．５５９
保健医療用品・器具 ０．５７８ ０．５８０ ０．５７９ ０．５８３ ０．５８５ ０．５８９ ０．５９１ ０．５９１
保健医療サービス ０．６５０ ０．６４９ ０．６５１ ０．６５０ ０．６４９ ０．６５１ ０．６５３ ０．６５４
教育 ０．７３９ ０．７３９ ０．７４２ ０．７４３ ０．７４０ ０．７４５ ０．７４５ ０．７４３
授業材料 ０．７１４ ０．７２１ ０．７１７ ０．７１７ ０．７１６ ０．７２１ ０．７１８ ０．７１６
教科書・学習参考書 ０．４９５ ０．４９６ ０．４９４ ０．４９５ ０．４９０ ０．４８４ ０．４９６ ０．４９０
補習教育 ０．６１９ ０．６２２ ０．６２７ ０．６３１ ０．６２５ ０．６３４ ０．６３８ ０．６３１
平成９年 平成１０年 平成１１年 平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年
住居 ０．７６５ ０．７６１ ０．７８５ ０．７６６ ０．７６６ ０．７７２ ０．７６８ ０．７６７
家賃地代 ０．７３５ ０．７３０ ０．７５７ ０．７２８ ０．７４１ ０．７４２ ０．７４５ ０．７４３
設備修繕・維持 ０．６６６ ０．６６６ ０．６７８ ０．６８４ ０．６５６ ０．６６９ ０．６５３ ０．６４５
設備材料 ０．５３６ ０．５３８ ０．５５６ ０．５２８ ０．５２７ ０．５４９ ０．５４９ ０．５４９
工事その他のサービス ０．６４７ ０．６４８ ０．６５５ ０．６３５ ０．６３６ ０．６４４ ０．６２４ ０．６１１
保健医療 ０．７０３ ０．７０９ ０．７３１ ０．７１０ ０．７１３ ０．７１３ ０．７１８ ０．７１７
医薬品 ０．５６２ ０．５６７ ０．５８７ ０．５７０ ０．５７２ ０．５７１ ０．５６８ ０．５６５
保健医療用品・器具 ０．５９７ ０．５９５ ０．６１３ ０．５９６ ０．５９６ ０．５９５ ０．５９６ ０．５９３
保健医療サービス ０．６６０ ０．６６４ ０．６８５ ０．６６５ ０．６６８ ０．６６７ ０．６７５ ０．６７４
教育 ０．７４５ ０．７４８ ０．７６６ ０．７４９ ０．７４９ ０．７４８ ０．７５５ ０．７５３
授業材料 ０．７２１ ０．７１９ ０．７４３ ０．７２７ ０．７２６ ０．７２５ ０．７３２ ０．７２９
教科書・学習参考書 ０．４８５ ０．４８８ ０．４９７ ０．４７４ ０．４７０ ０．４６８ ０．４７７ ０．４６７
補習教育 ０．６３４ ０．６３６ ０．６４４ ０．６３２ ０．６３３ ０．６３０ ０．６３５ ０．６３９
表１ 非課税品目とその関連支出における所得弾性値
出所：総務省『家計調査年報（平成元年から１６年）』より推計。
１１６ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第２号
表１から保健医療サービス，教育，家賃地代の所得弾性値は平成元年から
１６年にかけて，それぞれ０．６４９から０．６７５，０．７３９から０．７６６，０．７１５から
０．７５７となっている。したがって，他の品目と比べてもこれらの非課税品目
は所得弾性値が高く，現行の非課税措置における消費税の逆進性緩和は弱い
ものと考えられる。この傾向はおおよそ平成元年から１６年にかけて，どの
年においても言える。したがって，景気の影響に関係なく，現行の非課税措
置は消費税の逆進性緩和に有効ではないものと思われる。
その一方で，設備材料，保険医療用品・器具，教科書・学習参考書等は平
成元年から１６年にかけて，所得弾性値がそれぞれ０．５２３から０．５５６，０．５７８
から０．６１３，０．４６７から０．４９７となっている。そのため，これらの品目は他
の品目と比べても所得弾性値が低く，生活必需品としての性格が強いものと
思われる。設備材料，保健医療用品・器具，教科書・学習参考書が消費税の
課税対象であるならば，医療や教育関連等の非課税業者は損税を受けてしま
うことになる。このような点を考えると，現行の消費税非課税措置は見直す
必要があるかもしれない。
とりわけ，医療サービスを非課税にすることについて，鈴木［２０１３］は医
療機関が損税を２，６３８億円ほど被っているだけでなく，再分配効果も所得階
層間及び年齢階層間の両面で小さいという推計結果を出している。そのうえ
で，鈴木［２０１３］は医療機関の設備投資拡充が損税につながるだけでなく，
診療報酬の改定で医療機関の損税を賄うならば，消費税負担は患者が受けて
しまうという問題点も指摘していた９）。本分析でも保健医療用品・器具の所
得弾性値が低いことから，鈴木［２０１３］の見解を支持するものであると思わ
れる。それ以外に，橋本［２０１４］も「社会保険診療に対しては，消費税は課
税されないものの，医療機関もさまざまな課税物品を購入するために消費税
の影響を受けることになる１０）」と述べている。
９）鈴木［２０１３］，６５-８５頁。
１０）橋本［２０１４］，１３１頁。
年齢階層別における消費税の所得格差への影響 １１７
第Ⅲ章 消費税負担に関する分析の先行研究
日本の消費税制度は非課税措置が認められるだけでなく，酒，タバコ，ガ
ソリン等の個別消費税も存在している。それゆえ，消費税の導入は全ての財
やサービスにおける一律の価格上昇を招くのではなく，相対価格に変化を与
え代替効果を生じさせると考えられる。厳密に消費税の実効税率を推計する
ためには，転嫁も考慮に入れて分析を行わなければならない。
当初，消費税が導入される前において個別消費税の逆進性を計測したのは
貝塚・飯岡［１９６５］であった。この研究では家計調査から各消費品目の支出
シェアを算出した後に，税制調査会で提供される課税率を乗ずることで，個
別消費税の実効税率を算出している。その結果，貝塚・飯岡［１９６５］では酒
やタバコの逆進性はかなり高いが，砂糖消費税の逆進性は緩やかであるとい
う見解を示していた１１）。その後，跡田［２００１］では『消費者物価指数月報』
にある物価上昇率を考慮に入れながら，『家計調査』のデータに基づき，消
費税の実効税率を推計している。この研究では１９８９年度の消費税導入時と
１９９７年度の消費税率５％ への引き上げ時の逆進性を比較していた。その結
果，消費税の逆進性は１９９７年度で強まるものの，年収１，２００万円の違いで
わずか０．３％ ポイントにも満たないと跡田［２００１］は結論付けている１２）。
それ以外に，産業連関表から価格上昇率を求めた後，消費税の実効税率を
推計した研究には本間・跡田［１９８９］，静岡大学税制研究チーム［１９９０］等
がある。本間・跡田［１９８９］は消費税導入と所得税減税の税制改革により，
間接税の負担率は改革前と比べてほぼ平行移動しており，既存の間接税が逆
進的な負担をもたらしていたと結論付けている１３）。また，静岡大学税制研究
チーム［１９９０］では産業連関表に基づく実効税率の推計だけでなく，１９８９
年３月から６月までの物価上昇率を消費税導入の影響を受けたと仮定して，
実効税率を推計している。その結果，後者の方が消費税の負担率は高いもの
１１）貝塚・飯岡［１９６５］，６６-７０頁。
１２）跡田［２００１］，１４５-１４８頁。
１３）本間・跡田［１９８９］，８３-１０３頁。
１１８ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第２号
の，どちらの推計でも消費税は逆進的であると静岡大学税制研究チーム
［１９９０］は結論付けている１４）。
より最近では，Stone-Geary型の効用関数に基づく需要関数を推計した後，
各所得階層における消費税負担率を計測した研究として，上村［２００１］，朴
［２０１０］等がある。上村［２００１］は１９６７年から１９９５年までの２９年間の『家
計調査年報』にある勤労者世帯十分位を分析対象にしながら，１０大消費項
目（食料，住居，光熱・水道，家具・家事用品，被服及び履物，保健医療，
交通・通信，教育，教養娯楽，その他の消費支出）の消費税負担率を計測し
た。その結果，１９８９年消費税導入後，第Ⅰ分位，第Ⅴ分位，第Ⅹ分位では
消費税増税とともに負担率が増加していると上村［２００１］は結論付けてい
る１５）。朴［２０１０］は上村［２００１］と同じ手法で韓国と日本の家計における間
接税負担率を計測しており，日本は全所得階級の間接税負担率がほとんど変
わらないが，韓国ではかなり逆進性が強いという見解を出している１６）。
このように消費税負担の転嫁が曖昧であることから，実効税率の推計を行
う作業はある程度必要である。ただ，その実効税率の推計方法は様々である
ため，各所得階層における消費税負担率の計測は明確な結論が出ていないよ
うに思える。その結果，非課税品目の範囲が狭いことから，実効税率を消費
税率／１＋消費税率と簡略化して，消費税負担率を推計した研究も盛んに行わ
れている。具体的な例としては，林［１９９２］，林［１９９５］，八塩・長谷川
［２００８］，橋本［２０１０］等がある。これらの簡略化した消費税の実効税率を推
計した研究では，消費税の逆進性緩和策に関する効果を計測することを目的
にしたものが多い。
しかし，消費税の実効税率推計に重点を置く研究，あるいは簡略化した実
効税率に基づき，消費税の逆進性緩和策の効果を検証した研究は，短期的な
所得に基づいて分析しているものが多い。仮に個人が生涯で稼いだ所得を全
１４）静岡大学税制研究チーム［１９９０］，６７-７０頁。
１５）上村［２００１］，６５-７７頁。
１６）朴［２０１０］，１９０-２０１頁。
年齢階層別における消費税の所得格差への影響 １１９
て消費する場合，消費税の負担は比例的となる。Casperson and Metcalf
［１９９４］ではアメリカの個人の所得や消費を継続的に追ったPSIDを利用し
て，生涯における消費税の逆進性を計測しており，生涯において消費税は逆
進的であるものの，その逆進性の度合いは年間に比べて弱いと結論付けてい
る１７）。その一方で，日本において個人を継続的に追ったデータは家計経済研
究所が一部作成しているが未整備の状態であり，かつ消費税が導入されてか
らの歴史が浅いことから，生涯的な消費税負担率を計測することが難しい。
そのような問題点を踏まえながらも，簡略化された消費税の実効税率に基づ
いて生涯における消費税の負担率を推計した研究例として，橋本［１９９３］，
大竹・小原［２００５］，橋本［２０１０］等がある１８）。
それ以外に，生涯的なデータを作成するのではなく，世代間や世代内で消
費税負担率を計測した例として，橋本［１９９３］，橋本［２０１０］，田代［２０１２
a］［２０１２b］［２０１４］等がある。個人が生涯において稼得期と稼得期でない
時期を経験する以上，同一世代内で消費税負担格差を議論することは重要で
あると思われる。とりわけ，田代［２０１２a］［２０１２b］［２０１４］の研究では個
票データに基づき，同一世代内の消費税負担格差を分析している。また，よ
り最近ではタイル尺度を通じて，各年齢層における世代内格差が全体にどの
程度影響を及ぼしているのかを分析した研究もある。田代［２０１６］では消費
税率８％ から１０％ へ引き上げた場合，税収中立を想定しながら食料品に対
する軽減税率と給付付税額控除のどちらが有効であるかをタイル尺度で計測
している。その結果，２０代や６０代以降の若年者世帯と高齢者世帯の間にあ
る世代内格差は非常に大きく，給付付税額控除はこれらの世代内における格
差是正効果に有効であったと結論付けている１９）。
１７）Casperson and Metcalf［１９９４］，pp.７３４-７４３．
１８）生涯所得ではないが，短期所得より変動の少ない恒常所得で消費税の負担を推計
した研究もある。林［１９９２］では対数関数の線形回帰から実収入と定期収入の弾
性値を求めている。その結果，定期収入の弾性値の方がより１に近く，実収入基
準に比べて逆進性の程度が小さいと林［１９９２］は結論付けている（林［１９９２］，
１９１頁）。
１９）田代［２０１６］，１３６頁。
１２０ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第２号
ただ，田代［２０１６］の研究では各世代のサンプル数が異なることから，分
析結果が各世代の数で左右されてしまうという問題点を抱えていた。また，
この研究では各世代内の所得格差がどのような租税制度の要因で拡大してい
るのかが論じられていない。現実的には，所得税の控除効果や税率効果，あ
るいは消費税課税の効果によって，各世代内の所得格差は大きく変化してし
まう。そのため，本稿では『家計における金融資産選択に関する調査（平成
１６年度）』の個票データを利用しながら，各世代内の所得格差が所得税の控
除効果や税率効果，あるいは消費税課税の効果の影響をどの程度受けている
のかをタイル尺度で計測する。
第Ⅳ章 年齢階層別における消費税の所得格差への影響に関する分析
従来のタイル尺度計測に基づく研究は所得税や住民税等の直接税を分析対
象としており，具体的な研究の代表例として，高林［２００５］，望月・深江・
野村［２０１０］，金田［２０１３］，齋藤［２０１４］等が挙げられる。また，消費税の
逆進性とその緩和策を考慮してのタイル尺度の分析は田代［２０１６］で行われ
ている。田代［２０１６］の研究では各世代のサンプル数が異なるという問題点
を抱えているのに対して，本稿の分析は各グループの数は同数であり，サン
プル数の大小により結果が異なるという問題点は抱えていない。
最初に年収，所得（年収から給与所得控除を差し引いたもの），所得から
基礎控除と配偶者控除を差し引いたもの，所得から基礎控除と配偶者控除だ
けでなく扶養控除も差し引いたもの，所得から基礎控除，配偶者控除，扶養
控除，社会保険料控除を差し引いたものを算出した。その後，それぞれの所
得控除を差し引き，算出された課税所得に所得税率を乗じて所得税額を求め
ている。手取り所得とは課税所得から所得税額を差し引いた金額である。さ
らに，手取り所得から家計が年間に支払った消費税額を除いたものが，消費
税課税後所得である。消費税の金額は『家計調査年報（平成１６年）』から所
得階層別の非課税品目（家賃地代・教育・医療）／消費支出を算出して課税
ベースを求めた後，課税消費に０．０５／１．０５の実効税率を乗じて推計してい
年齢階層別における消費税の所得格差への影響 １２１
る。
したがって，所得分配を７グループに分解すると，タイ
ル尺度は（２）式で定義されることになる２０）。

 


 




（２）
ここでは全体の所得平均値，はグループの所得平均値を表してい
る。本稿では『家計における金融資産選択に関する調査（平成１６年度）』の
個票データに基づいて，タイル尺度の計測から世代内所得格差が所得税や消
費税の影響をどの程度受けているのかを分析している。分析の結果は表２に
まとめてある。
表２を見ると全体でタイル尺度は０．３８４であるが，２０代，６０代，７０代以
２０）望月・深江・野村［２０１０a］，６７頁。Theil［１９６７］，pp.９１-９６．
全体 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上
世代内格差
年収 ０．２０１ ０．４００ ０．１０１ ０．１２７ ０．１４８ ０．３１０ ０．４４６
所得 ０．２７１ ０．６０３ ０．１３６ ０．１７０ ０．１９５ ０．４２９ ０．６４０
所得－基礎・配偶者控除 ０．３８３ ０．９１７ ０．２１５ ０．２３９ ０．２６５ ０．６２９ ０．９５１
所得－基礎・配偶者控除－扶養控除 ０．３９５ ０．９１９ ０．２２６ ０．２５５ ０．２７０ ０．６３９ １．０２３
所得－基礎・配偶者控除－扶養控除－社会保険料控除 ０．４４８ １．１０５ ０．２６１ ０．２９０ ０．３０４ ０．７１８ １．１９６
手取り所得 ０．４１３ ０．９３０ ０．２４９ ０．２７０ ０．２８２ ０．６７２ １．０４６
消費課税後所得 ０．４４１ １．００３ ０．２７０ ０．２８７ ０．２９９ ０．７２７ １．１５９
寄与度
年収 ０．２３３ ０．２７１ ０．２４９ ０．２３０ ０．２２０ ０．２３９ ０．２５５
所得 ０．１７１ ０．１８４ ０．１７６ ０．１７０ ０．１６７ ０．１７３ ０．１８２
所得－基礎・配偶者控除 ０．１４２ ０．１３２ ０．１３８ ０．１４４ ０．１４４ ０．１４０ ０．１４０
所得－基礎・配偶者控除－扶養控除 ０．１３９ ０．１３１ ０．１３５ ０．１３９ ０．１４２ ０．１３８ ０．１３３
所得－基礎・配偶者控除－扶養控除－社会保険料控除 ０．１１７ ０．１０７ ０．１１１ ０．１１８ ０．１２２ ０．１１７ ０．１１２
手取り所得 ０．１０１ ０．０９１ ０．０９８ ０．１０２ ０．１０４ ０．１００ ０．０９３
消費課税後所得 ０．０９６ ０．０８４ ０．０９２ ０．０９７ ０．１００ ０．０９４ ０．０８５
分析対象世帯 ３２１２ ２７５ ６４７ ８０１ ８７８ ４６２ １４９
タイル尺度 ０．３８４ ０．８３０ ０．２４６ ０．２５９ ０．２７３ ０．５９３ ０．８９８
表２ 年齢階層別における所得税・消費税の世代内所得格差に与える影響
出所：郵政研究所編『家計における金融資産選択に関する調査（平成１６年度）』の個票デー
タ；総務省編『家計調査年報（平成１６年）』より作成。
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上の値はそれぞれ０．８３０，０．５９３，０．８９８であり，全体に比べて大きくなって
いる。業種による初任給の格差が若年世帯の所得格差に影響を及ぼしている
一方で，高齢者世帯では業種で賃金カーブが異なり，高齢でも賃金が上昇し
続ける企業の存在が結果に影響を及ぼしているものと思われる。さらに，表
２からどの世代においても給与所得控除から人的控除，さらには社会保険料
控除まで拡大することで，世代内の格差が拡大していく傾向が見られる。し
たがって現行認められる所得控除が格差是正というより，むしろ格差を拡大
させている形で働いていると考えられる。とりわけ，年収と所得の間で世代
内格差の大きな変化が見られており，給与所得控除は課税ベースの侵食が大
きいだけでなく，格差是正にもあまり効果がないと思われる。
それに対して，表２から世代内格差で見た場合，手取り所得がどの世代で
も課税所得（所得－基礎・配偶者控除－扶養控除－社会保険料控除）より小
さくなっており，所得税の税率効果は世代内の所得格差を縮小させるものと
思われる。また，消費課税後所得の世代内格差は手取り所得のそれより大き
いことから，消費税は逆進的であると考えられる。手取り所得と消費税後所
得との間にある世代内格差の変化は，３０代から５０代ではあまり大きくない
ものの，６０代（０．６７２から０．７２７へ）と７０代（１．０４６から１．１５９へ）では
変化が大きい。消費税の逆進性が世代内格差を拡大させる効果は高齢者世帯
で強く働いているものと思われる。さらに，寄与度でみると年収が所得格差
に及ぼす影響が最も大きく，消費課税後所得が及ぼす影響は最も小さい。こ
れは所得税に比べて，消費税の税収額が少なく，所得格差全体に影響を及ぼ
していないものと考えられる。
おわりに
社会保障財源の確保，あるいは財政健全化の観点から消費税率の引き上げ
は避けられない状況にある。所得階層が上昇していくにつれて，平均消費性
向が低下することから，消費税は逆進的であり，個人の所得格差を拡大させ
てしまう。ただ，短期所得に基づく格差の議論は，誰しもが生涯を通じて稼
年齢階層別における消費税の所得格差への影響 １２３
得期とそうでない時期を経験するということを考慮していない。そのため，
消費税の負担格差，あるいはその格差が全体にどのような影響を及ぼすかの
分析は短期所得ではなく，生涯所得に基づいて行うことが望ましい。
しかし，日本では消費税導入から歴史が浅いこと，あるいはアメリカにあ
るPSIDの様なパネルデータが存在していないことから，生涯所得に基づく
消費税負担の研究に関する蓄積が少ない。そのため，消費税負担に関する研
究は生涯所得に基づく研究から世代間や世代内の所得格差に着目した分析へ
と移ったように思える。結果として，世代内にある消費税負担格差がどの程
度あるのか，あるいは議論されてきた逆進性緩和策，すなわち非課税措置，
軽減税率の設定，及び給付付税額控除が世代内格差をどの程度解消するのか
の分析については一定の成果が得られたであろう。
したがって，今後重要となるのは世代内にある所得格差が全体にどのよう
な影響を及ぼすのかの要因分析である。また，得られた結果について消費税
の逆進性，あるいはその緩和策がどの程度の影響を及ぼすのかの分析も必要
となろう。この点を踏まえて，田代［２０１６］の研究ではタイル尺度の計測か
ら，世代内格差が全体の格差にどのような影響を及ぼすのかの分析が行われ
ていた。ただ，田代［２０１６］の研究では出された結果が各世代のサンプル数
に左右されてしまう問題点を抱えていた。
本稿では各グループの数を同じにしており，田代［２０１６］で抱えていた問
題点を解消している。そのうえで，ここではタイル尺度の計測から年齢階層
別における世代内所得格差に消費税が及ぼす影響を分析している。本分析で
利用したデータは『家計における金融資産選択に関する調査（平成１６年
度）』の個票である。分析の結果，所得税制度に認められる各種の控除は世
代内にある所得格差を拡大させる可能性があり，さらなる消費税の課税はそ
の格差を一層拡大させてしまうということが分かった。もっとも，所得税に
比べて消費税は１人当たりから徴収できる税収が少ないことから，世代内に
ある所得格差に及ぼす影響は所得税の方が大きい。したがって，これらの研
究結果を踏まえて若干の政策提言を行うとすると，現行の所得控除から給付
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付税額控除への移行を伴う政策は，消費税の逆進性を世代内で緩和させるだ
けでなく，全体での所得再分配効果を高めるものであると考えられる。
しかし，本稿では出された結果について幾つかの課題を抱えているのも事
実である。本分析は個票データを利用しているが，国全体のマクロデータに
基づく分析結果と必ずしも一致するとは限らない。実際，望月・野村・深江
［２０１０］では「標本家計調査に基づく個票データは，税額に関する情報が高
くないうえに，所得控除や税額控除に関する数値が完全に欠落している２１）」
と述べている。そのため，本分析結果が総計データで得られた結果と一致す
るかどうかを確認する作業も必要となろう。また，本分析は１００％ 消費税負
担が転嫁されるという前提を置いており，本来ならば産業連関表による価格
上昇の推計，あるいは需要関数に基づく消費税の実効税率を推計しなければ
ならない。これらに関しては，今後の研究課題とする。
謝辞：郵政研究所には個票データを利用させていただき，大変感謝してい
る。ただ，当然であるが，文責は全て著者にある。
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The Influence of Intra-generational Income Equality
in Japanese Consumption Tax
TASHIRO Masayuki
Abstract
The consumption tax rate was raised from 5% to 8% from April, 2014. In
addition, consumption tax rate was to be raised from 8% to 10% in
October, 2015. But the increase to 10% of planned consumption tax rate
was postponed by consideration to economic stagnation. Therefore, the
consumption tax increase will not be avoided by the securing of stable
social security resources and deficit financing.
If we can use all lifetime income to spend all lifetime consumption,
Consumption tax is proportional. To my regret, There are no a longitudinal
survey containing income and consumption on Japanese households. But
Estimating a Theil index with age-income cross-section data to proxy for
estimating lifetime incidence of consumption tax makes constructing an
influence index of intra-generational income equality in consumption tax. In
this analysis, the influence of intra-generational income equality considers
not only the deduction effect and the tax rate effect of the income tax but
also the effect of the consumption taxation and analyzes the factor of intra-
generational income equality based on a Theil index approach.
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